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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 配置予定主任（監理）技術者の確認 落札
決定後、工事実績情報システム等により配置
予定の主任（監理）技術者又は技術指導者の
専任制違反の事実が確認された場合には、契
約を結ばないことがある。なお、工事着手日
１週間前を過ぎた日以降は、病休・死亡・退
職等極めて特別な場合でやむを得ないとして
承認された場合の外は、技術者の変更は認め
られない。新型コロナウイルス感染症対策に
よる学校等の臨時休業に伴う育児のため技術
者がやむを得ず職務を継続できない場合、新
型コロナウイルス感染症への感染が疑われる
場合、工期及び工事内容に大幅な変更が発生
した場合についても、やむを得ない場合に含
むものとする。
病休等特別な理由により、やむを得ず配置
技術者を変更する場合は、２又は２に掲
げる基準を満たし、かつ当初の配置予定技術
者と同等以上の者を配置しなければならな
い。また、申請した技術者を変更する場合は、
契約日から工事着手日１週間前までに変更可
能な他の技術者に係る申請書を提出し審査を
受けなければならない。審査の結果、不適合
となった場合は変更できない。
 契約締結後のＶＥ提案等の技術提案 契約
締結後、受注者は、設計図書に定める工事目
的物の機能、性能等を低下させることなく請
負代金額の低減を可能とする工事材料、施工
方法等に係る設計図書の変更について、発注
者に提案することができる。提案が採用され
た場合には、設計図書を変更し、必要がある
と認められる場合には請負代金額の変更を行
うものとする。詳細は特記仕様書等による。
 専任の監理技術者の配置が義務づけられて
いる工事において、調査基準価格を下回った
価格をもって契約する場合においては、監理
技術者とは別に同等の要件を満たす技術者の
配置を求めることがある（入札説明書参照）。
 手続きにおける交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要

 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ。
 一般競争参加資格の決定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の決定を受けていない者も上記４により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、開札の時において当
該一般競争参加資格の決定を受け、かつ、競
争参加資格の確認を受けていなければならな
い。
当該一般競争参加資格の決定に係る申請

は、当該者（当該者が経常建設共同企業体で
ある場合においては、その代表者。）の「競争
参加者の資格に関する公示」（令和４年３月31
日付国土交通省東北地方整備局副局長他７者
公示）別記に掲げる本店所在地（日本国内に
本店がない場合においては、日本国内の主た
る営業所の所在地。以下同じ）の区分に応じ、
同別記に定める提出場所において、随時受け
付ける。
 「工事全般の施工計画」の採否については、
競争参加資格の確認の通知と併せて通知する
ものとし、当該提案に基づく入札を行うこと
を条件とし、これに違反した入札は無効とす
る。
 上記２の施工実績が「国土交通省地方整
備局（港湾空港関係）」における場合において、
当該施工実績が当該者のものと確認されない
場合は、当該者の施工実績として認めない。
ここでいう、当該者のものと確認できない場
合とは、合併及び会社分割等における「一般
競争（指名競争）入札参加資格の再決定（又
は新規の決定）」を受けていない事、若しくは、
再決定（又は新規の決定）時に実績として承
継が認められていない場合を指す。
 入札書（施工体制の確認に係る部分に限
る。）のヒアリングを実施するとともに、ヒア
リングに際して追加資料の提出を求めること
がある。
 資料のヒアリングは、必要に応じて行うも
のとし、その場合の日時・場所等必要事項は
別途通知する。

 申請書及び資料作成に関する説明会は実施
しない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : ISHIBASHI Hironobu

Vice Director‑General Kanto Regional De‑

velopment Bureau, Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Founda‑

tion work of South Area Breakwater Re‑

vetment in Shin Honmoku Area of Yo‑

kohama port, 1 set

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 12 : 00 7 November 2022

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 14 : 00 10

January 2023 (tenders brought or submitted

by mail : 14 : 00 10 January 2023)

 Contact point for tender documentation :

ABE Takuya, Accounting and Procurem‑

ent Division, General Affairs Department,

Kanto Regional Development Bureau, Min‑

istry of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism ; 557 Kitanakadori, Naka‑ku,
Yokohama‑city, Kanagawa‑pref 2318436
Japan TEL 0452117413

２ 競争参加資格
 首都高速道路株式会社契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。
 平成29年度以降に完了した、高速道路株式
会社（首都、東日本、中日本、西日本、阪神、
本州四国連絡）、高速道路公社（名古屋、広
島、福岡北九州）、国、地方公共団体、独立
行政法人又は自動車、鉄道、航空などの運輸
交通系の会社にて、次に掲げる及びの業
務の企画、立案及び実施をした業務実績を全
て有すること。ただし、参加表明書の提出期
限日において、契約履行中であっても、この
業務の実績があれば可とする。
 広告・宣伝業務（ラジオスポットＣＭを
含む。）
 交通広告の制作及び広告業務
※及びの業務実績については、同一の業
務でなくても可

公募型プロポーザル方式に係
る手続開始の公示

次のとおり業務提案書の提出を招請します。
令和４年 10 月７日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 前田 信弘

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13
１ 業務概要
 品目分類番号 73
 業務名 首都高速道路のＥＴＣ専用運用に
関する広報業務

 業務内容 下記業務を実施すること。なお、
下記業務の他に独自の追加広報を提案するこ
とも可能とする。
 企画・立案 マーケティング等に基づく
広報戦略を策定し、以下からに記載さ
れた業務の企画・立案を行う。
 ラジオスポットＣＭの制作・放送の実施
ラジオスポットＣＭを制作し、放送枠を
確保の上、放送する。
 交通広告の制作・広告の実施 交通広告
を制作し、広告を実施する。
 ＷＥＢ用動画ＣＭ等デジタル広告の制
作・広告の実施 ＷＥＢ用動画ＣＭ等デジ
タル広告を制作し、動画配信ページ等で広
告を実施する。
 デジタルサイネージ用広告の制作・広告
の実施 沿線のデジタルサイネージ等によ
る広告を実施する。
 認知度調査の実施 広報の効果測定とし
て認知度に関する調査を実施する。

 履行期間 契約締結日の翌日から令和５年
３月31日まで
 その他 本業務は、提出された参加資格確
認資料及び業務提案書を審査した結果、業務
提案書の評価点が最高の者であり、かつ、業
務規模として定めた金額の範囲内で有効な見
積書を提出した者を契約の相手方として特定
する公募型プロポーザル方式（標準タイプ）
（政府調達協定対象）の対象業務である。





		2022-10-06T14:46:46+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	国立印刷局より署名済み




